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1 計画策定の趣旨 

  本市は、昭和 45 年度(1970 年度)に最初の総合計画となる「広島町総合開発計画」を

策定して以来、「自然と創造の調和した豊かな都市」を目指して今日までまちづくりを進

めてきました。 

第 5 次総合計画では、目指す都市像を「希望都市」「交流都市」「成長都市」と定め、

本市の特性を生かした活力ある都市づくりを進めてきたところです。 

  現在、我が国の社会経済情勢は、人口減少や少子高齢化の進展、人工知能を始めとし

た技術革新の進展、自然災害に対する安全意識の高揚など、あらゆる価値観や社会が目

まぐるしく変化しています。 

取り分け、地方自治体を取り巻く環境は、経済環境の変化や地方分権改革、地方創生

の推進など大きな転換期にあり、これまで以上に地域の自主性や自立性が強く求められ

ています。 

令和 3年度(2021 年度)からスタートする次期総合計画の策定に当たっては、このよう

な時代の潮流を見極め、複雑化・多様化する市民ニーズを的確に把握し、より政策効果

を高めた事業展開が図られるよう、平成 30 年 5 月に決定した「次期総合計画策定方針」

に基づき、今後のまちづくりの指針となる次期総合計画の策定を進めています。 

  これまでに「現計画の点検」、「市民や公益活動団体等の意識調査」、「庁内若手職員に

よるワーキンググループ」、「市民ワークショップ」、「総合計画策定市民懇話会」などを

実施し、それらの結果を踏まえ、骨子案を作成したところです。 

  この骨子案は、これからの次期総合計画策定における最初のたたき台として位置付け

るもので、今後、「骨子案」から、「素案」、「原案」、「最終案」という流れの中で、市民

意見等を反映しながら、段階的に内容を充実させていきます。 

 

■基本構想と基本計画策定の流れ 

骨子案

素案

原案

最終案

◇令和元年9月

骨子案に分野別計画を追加

◇令和2年3月

素案に重点プロジェクト等を追加し、

パブリックコメントを実施予定

◇令和元年7月

◇令和2年5月

最終案を決定し、

その後、基本構想(案)を議会へ提案
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2 国などの動き・時代の流れ 

 

(1) 人口減少、少子高齢化の進行 

我が国では、少子高齢化の急速な進行などにより、平成 20 年（2008 年）をピーク

に総人口が減少に転じています。国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると、

令和 42 年（2050 年）には日本の総人口は 1 億人を下回ることが予測されています。 

人口構成も変化し、平成 9年（1997 年）には 65 歳以上の高齢人口が 14 歳未満の若年

人口の割合を上回るようになり、平成 29 年（2017 年）には 3,515 万人（総人口に占

める割合は 27.7％）と増加しています。他方、15 歳から 64 歳の生産年齢人口は、平

成 29 年の 7,596 万人（総人口に占める割合は 60.0％）が、令和 32 年（2040 年）には

5,978 万人（53.9％）と減少することが推計されています。 

少子高齢化の進行、生産年齢人口の減少により、経済規模の縮小、働き手不足、医

療・介護費の増大、財政の危機、基礎的自治体の担い手の減少など様々な社会的・経

済的な課題が深刻化することとなります。 

将来にわたって自立したまちづくりを進めるためには、人口減少という現状を直視

し、その克服に向けた対策を先送りすることなく、人口減少問題に対する認識を地域

で共有し、共に知恵を出し合い、一体となってこの難局に立ち向かっていかなければ

なりません。 
 

(2) 情報通信技術の急速な進化 

我が国そして世界を取り巻く環境は大きな変革期にあるといえます。経済発展が進

む中、人々の生活は便利で豊かになり、エネルギーや食料の需要が増加し、寿命が延

び、高齢化が進んでいます。また、経済のグローバル化が進み、国際間競争の激化、

富の集中や地域間の格差といった課題も生じてきています。 

世界が大きく変化する一方で、IoT(Internet of Things：モノのインターネット)、

ロボット、人工知能(AI)、ビッグデータといった社会の在り方に影響を及ぼす新たな

技術が進展しており(第4次産業革命)、これらの技術革新をあらゆる産業や社会生活に

取り入れることにより、様々な社会課題の解決を図れるよう、我が国では、狩猟・農

耕・工業・情報に続く「第5の社会」を意味するSociety 5.0の実現を目指しています。 

Society 5.0 で実現する社会は、IoT で全ての人とモノがつながり、様々な知識や情

報が共有され、今までにない新たな価値を生み出すことで、これらの課題や困難を克

服することを想定しており、これまでの閉塞感を打破し、希望の持てる社会、世代を

超えて互いに尊重し合あえる社会、一人一人が快適で活躍できる持続可能な地域社会

となることが期待されています。 

 

※「Society 5.0」とは 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、

経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会のことです。狩猟社会（Society 1.0）、

農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな

社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において目指すべき未来社会の姿として初めて提唱

されました。 

https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index5.html
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(3) 地域の安全・安心の確保 

近年、集中豪雨、暴風雪や大規模地震など、気候変動の影響等による気象の急激な

変化や自然災害が頻発しており、市民の生命・財産を守る防災体制の強化は、一層重

要性が増しています。また、刑法犯認知件数は減少傾向にあるものの、世間を震撼さ

せるような凶悪犯罪や特殊詐欺、薬物犯罪など犯罪が多様化、複雑化しており、痛ま

しい交通事故も多発しています。 

地域の安全・安心を確保するために、市民、関係機関、行政などが情報を共有しあ

い、それぞれの役割を認識しながら、相互に連携して対策に取り組んでいかなければ

なりません。 

 

(4) 環境の保全 

近年、環境問題の性質は大きく変容し、気候変動やプラスチックごみによる海洋汚

染など、地球規模の危機であると同時に地域課題とも密接に関わる問題が生じていま

す。 

平成30年に国が策定した第5次環境基本計画では、地域資源を持続可能な形で最大限

活用しつつ、地域間で補完し支え合うことで、人口減少や少子高齢化の下でも環境・

経済・社会の統合的向上を図りつつ、新たな成長につなげようとする「地域循環共生

圏」の概念が提示されました。 

「地域循環共生圏」とは、各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しな

がら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うこ

とにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方です。 

市民、企業、行政が一体となって環境で地方を元気にするとともに、持続可能な循

環共生型の社会の構築に向けた取組を推進していく必要があります。 . 

 
(5) 社会資本の維持管理 

国民生活やあらゆる社会経済活動は、道路・鉄道等の産業基盤や上下水道・公園・

学校等の生活基盤、治山治水といった国土保全のための基盤、その他の国土、都市や

農山村を形成する社会資本（インフラ）によって支えられています。我が国では、高

度経済成長期に社会資本が集中的に整備され、建設から長期間経過していることから、

今後急速に老朽化が進行すると想定され、維持管理費の増大が見込まれます。 

維持管理費不足により、適切な維持管理が行われないことになれば、社会資本の機

能不全により、人々の生活に影響を及ぼすおそれや、老朽化による事故や災害等を引

き起こす可能性が懸念されます。 
地域の安心・安全を支えるという社会資本の最も重要な役割を果たすためには、老

朽化した社会資本を効率的かつ適切に維持管理することが求められます。 
今後の社会資本の維持管理にあたっては、少子高齢化や人口減少、環境問題、エル

ギー制約といった社会情勢の中で、求められる機能や地域ニーズも時代とともに変化

していくことを前提に行わなければなりません。 
厳しい財政状況の中、時代の要請に合った適切な社会資本の維持管理を行っていく
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ためには、老朽化の程度やコストを把握するとともに、今後の需要を把握し、計画的・

効果的に行っていく必要があります。 
 

(6) 生活環境の変化、働き方の多様化 

我が国の社会は、人々の働き方に関する意識や環境が社会経済構造の変化に必ずし

も適応しきれず、仕事と生活が両立しにくい現実に直面しています。 
誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・

介護の時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生

活ができるよう、生産性の向上とともに、就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮

できるよう、働く人達の個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、自分で「選択」

できる環境をつくることが必要です。 
働く人達の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現する

ことで、働く人一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを目指す必

要があります。 
｢働き過ぎ」を防ぎながら、｢ワーク・ライフ・バランス」と「多様で柔軟な働き方」

を実現するような取組が求められています。 
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3 計画策定の視点 

次期総合計画の策定及び推進に当たっては、次の視点に基づき取り組みます。 

 

(1) 社会経済情勢の変化に柔軟に対応できる計画 

人口減少、少子高齢化の進行、技術革新、災害への対応、環境問題や北海道及び北

広島市に新たな価値と機会をもたらすボールパークの建設など、社会経済情勢が大き

く変化していることから、この変化に柔軟に対応できる計画とします。 

 

(2) 市民参加の推進 

計画の企画・立案など、計画策定の各段階から多様な市民参加の手法を取り入れる

など、広く市民に開かれた、市民との協働による計画策定を進めます。 

 

(3) 施策の重点化 

まちづくりの最上位計画として、政策・施策全般を掲げる総花的な計画とならない

よう、施策の重点化を明確にした計画とします。 

 

(4) 目標値の設定 

計画実施の成果を分かりやすく検証し、進行管理ができるよう、出来る限り定量的

な数値目標を用いた計画とします。 
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4 計画の構成と期間 

次期総合計画は、現計画と同様に、基本構想、基本計画及び推進計画で構成します。

基本構想の策定に当たっては、新たに都市像の実現に向けた取組の方向性や本市の特徴

である 5地区の将来像を位置付けます。 

 

(1) 基本構想 

① 市の将来像とそれを実現する基本的方向を明らかにし、総合的かつ計画的な行政運

営の指針とします。 

② 現在の総合計画に位置付けている「まちづくりのテーマ」や「めざす都市像」、「将

来人口」、「基本目標」、「土地利用」に加え、新たに都市像の実現に向けた包括的かつ

戦略的な取組の方向性と、5地区（東部・西部・大曲・西の里・北広島団地）の将来

像を示します。 

③ 市民と行政がまちづくりの方向、将来像などを共有し、市全体として取り組むため

の構想であり、市民の意見を踏まえ、議会の議決を経て策定します。 

④ 目標年次を令和 12 年度(2030 年度)、計画期間 10 年とします。 

 

(2) 基本計画 

① 基本構想に掲げるめざす都市像の方向性などに基づき、基本構想の実現に向けた政

策・施策を体系的に示します。 

② 計画期間は前期 5 年（2021 年度～2025 年度）、後期 5 年（2026 年度～2030 年度）

とし、先ず前期計画を取りまとめます。基本計画は、社会情勢の変化などに応じて中

間年での見直しなど柔軟に対応できる計画とします。 

③ 計画期間における重点的な取組を重点プロジェクトとして位置付けます。 

 

(3) 推進計画 

① 基本構想及び基本計画に基づき、目標達成に向けた具体的な事業を示します。推進

計画に位置付ける施策・事業、見直し方針等は別途検討します。 

 

 
西暦（年度） 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

和暦（年度） 令和 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

10 年間 

前期 5年間 後期 5年間 

3 年間 

3 年間 

3 年間 

3 年間（毎年度ローリング） 

 基本構想 

基本計画 

推進計画 
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5 まちづくりのテーマ 

本市は、昭和 45 年度(1970 年度)に広島町総合開発計画を策定して以来、「自然と創造

の調和した豊かな都市」を目指してまちづくりを進めてきました。 

これからも、自然や緑の中に、いきいきとした市民の生活や活動、躍動する産業など

があるまちを目指し、「大都市・札幌市に隣接し、豊かな自然が残る」、「交通の要衝」な

どの本市の個性を生かし、快適な生活環境の形成に努めるとともに、道央圏の機能を分

担し、活力のある都市づくりを進めていきます。 

 

6 めざす都市像 

将来にわたるまちづくりのテーマ「自然と創造の調和した豊かな都市」を継承し、10

年間の計画期間においてめざす都市像を設定します。 

 

7 基本目標 

めざす都市像の実現に向けて、まちづくりの基本目標を設定し、分野別の施策を推進

します。 

 

(1) いつまでも健康で元気なまち 

市民が手を携えながら、安心して子どもを産み育て、だれもが健康でいきいきと生

活できる環境のあるまちをつくります。 

(2) 学びあい心を育むまち 

生きる力や豊かな心を育む教育が実践され、市民同士の学びを通じたコミュニティ

が形成され、身近に文化やスポーツとふれあうことができるまちをつくります。 

(3) だれもが安心して暮らせるまち 

災害に強く、安全・安心できる生活が確保されるとともに、すべての市民が平等で、

お互いに尊重し協力しあう暮らしやすいまちをつくります。 

(4) 住みよい環境にかこまれたまち 

   美しい自然を大切にしながら、都市基盤が整備され、環境にやさしく住みよさを実

感できるまちをつくります。 

(5) 活力みなぎる交流のまち 

力強い産業活動が展開され、働く人々が充実し、多くの人々が笑顔で交流しあうま

ちをつくります。 

(6) ともに歩む持続可能なまち 

市民が主体となって行政とともに魅力あるまちづくりを実践し、社会情勢等の変化

にもたくましく対応するまちをつくります。 

(7) 夢・希望に向かって挑戦するまち 

いつまでも住み続けたいと愛着を抱くまち、未来に向かってチャレンジ精神あふれ

るまちをつくります。 
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8 将来人口 

国立社会保障・人口問題研究所が発表した「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年

推計）」によると、次期総合計画の最終年である令和 12 年(2030 年)の本市の総人口は、

52,264 人と推計されています。 

本市の将来人口は、今後、計画策定を進める中で、市独自の人口推計や政策的な増加

人口について検討し、その結果を考慮して設定する予定です。 

 

9 土地利用 

人口減少や少子高齢化が長期的に進行していくことが見込まれているなか、都市機能

や居住機能の集積、公共施設の適正配置、公的不動産の有効活用等を図りながら、コン

パクトなまちづくりへ転換を図っていく必要があります。 

快適な住環境を維持し、日常生活圏の利便性向上に努めるとともに、無秩序な市街地

の拡大を抑制し、農地や森林の保全に努めながら自然と都市機能が調和した土地利用を

図ります。 

 

10 都市像の実現に向けた包括的かつ戦略的な取組の方向性 

ボールパークを核としたまちづくりを進めていくに当たって、その効果が様々な分野

に波及し、まち全体に活力や賑わい、喜び等を生じさせるよう長期的な視点に立ってま

ちづくりの目的、重点的な考え方を設定します。 

 

11 5 地区の将来像 

本市は、国道 36 号や国道 274 号、道道江別恵庭線や羊ケ丘通等の広域幹線道路、道央

自動車道、ＪＲ千歳線の沿線などの交通の利便性の高い地域に、国有林を取り囲む形で

市街地が形成されています。これらの市街地を中心とした、東部地区、西部地区、大曲

地区、西の里地区、北広島団地地区、それぞれの地区がもつ特性や機能性を考慮しなが

ら計画的なまちづくりを進めていくために、各地区の将来像を示します。 

 

12 施策の体系 

この計画の施策の体系は、別図（施策の体系）のとおりとします。 

  （次ページに掲載） 
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【別図　施策体系】

まちづくり

の

テーマ
基本目標

① 子育て環境の充実

　【健康・福祉】 ② 子どもを守る仕組みの充実

　　1　いつまでも健康で元気なまち ③ 高齢者福祉・介護の充実

④ 障がい福祉の充実

⑤ 地域福祉の推進

⑥ 健康づくり・地域医療の充実

⑦ 社会保障制度の充実

① 学校教育の充実

　【教育・文化】 ② 教育環境の整備

　　2　学びあい心を育むまち ③ 健全育成の推進

④ 社会教育の充実

⑤ スポーツ活動の推進

⑥ 文化芸術の振興

⑦ 歴史の継承と創造

⑧ 読書活動の充実

⑨ 大学等との連携

① 防災体制の充実

　【安全・安心】 ② 消防・救急体制の充実

　　3　だれもが安心して暮らせるまち ③ 交通安全の推進

④ 防犯体制の充実

⑤ 平和と人権尊重社会の推進

⑥ 男女共同参画の推進

① 居住環境の充実

　【都市基盤・生活環境】 ② 公共交通の構築

　　4　住みよい環境にかこまれたまち ③ 道路の整備

④ 上下水道の整備

⑤ 環境の保全

⑥ 廃棄物対策の推進

⑦ 公衆衛生の充実

⑧ 水と緑の空間の充実

⑨ 都市景観の整備

① 観光の振興

　【観光・産業】 ② 交流の促進

　　5　活力みなぎる交流のまち ③ 農業の振興

④ 工業の振興

⑤ 商業の振興

⑥ 企業誘致

⑦ 労働環境の整備

⑧ 消費生活の安定

① 市民参加・協働の推進

　【行政】 ② 広報広聴の充実

　　6　ともに歩む持続可能なまち ③ 情報化の推進

④ 行政運営の最適化

　【まちづくり・ボールパーク】 ① まちづくりの推進

　　7　夢・希望に向かって挑戦するまち ② ボールパーク構想の推進

施策

自
然
と
創
造
の
調
和
し
た
豊
か
な
都
市
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13 参考資料 

 

(1) 市の現況 

① 人口、世帯 

【総人口】 

本市の人口は、平成 19 年の 61,199 人をピークに減少に転じ、平成 31 年 3 月末現在

の住民基本台帳人口は、58,462 人となっており、現総合計画がスタートした平成 23

年 3月末現在の人口 60,465 人と比較すると 2,003 人、約 3.3%の減少となっています。 

 

【年齢 3区分別人口】 

人口構成を年齢 3 区分別にみると、65 歳以上人口が増加しており、平成 27 年の高

齢化率は北海道全体と同じ 29.0％に達し、全国および近隣市に比べやや高くなってい

ます。年少人口は昭和 60 年以降減少傾向にあるものの、年少人口比率は 12.2％と北

海道全体に比べ 0.9 ポイント高くなっています。 

＜総人口＞ 

 

16.9 20.2 23.4 26.0 28.0 29.3 29.0 28.3

17.2

20.7

24.4
27.5

29.8
31.4 31.4 30.8

34.1

40.9

47.8

53.5
57.7

60.7 60.4 59.1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

昭和55年 60年 平成2年 7年 12年 17年 22年 27年

男 女人口：千人

資料：総務省「国勢調査」 

 

＜年齢 3階級別人口＞ 

34.1
40.9

47.8
53.5

57.7
60.7 60.4 59.1

9.6 10.5 10.2 9.5 8.8 8.6 8.1 7.2

22.3
27.1 32.8 37.3 40.1 40.6 38.7 34.6

2.2
3.3

4.7
6.6 8.7 11.0 13.5

17.1

0

10

20

30

40

50
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70

昭和55年 60年 平成2年 7年 12年 17年 22年 27年

14歳以下(人) 15～64歳(人) 65歳以上(人)人口：千人

28.2
25.6

21.3
17.8

15.2

14.1 13.4 12.2
6.3 8.1 9.9

12.4
15.1

18.2
22.4

29.0

5

15

25

年少人口比率 高齢化率年少人口比率・高齢化率：％

 
資料：総務省「国勢調査」 

注：年少人口比率＝（14 歳以下人口÷総人口）×100 

高齢化率＝（65 歳以上人口÷総人口）×100 

 

【世帯数】 

 世帯数は、平成 27 年は 23.5 千世帯

で、年々増加しています。 

一方、1世帯当たりの人員は、平成

27 年には 2.4 人まで減少し、世帯の

少人数化が進んでいます。 

＜世帯数と世帯人員＞ 

17.5

20.2
22.0 22.9 23.5

0

5

10
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25

7 12 17 22 27

世帯数（一般世帯）：千世帯

年平成

3.0
2.8 2.6 2.5

2.4

2

3

4

1世帯あたり世帯人員（一般世帯）：人

 
資料：総務省「国勢調査」 

注：1 世帯あたり世帯人員＝世帯人員÷世帯数 
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【外国人人口数（旧外国人登録者数）】 

 外国人人口数は、年々増加し、平成

30 年には 304 人になりました。 

国籍別では、「中国」が最も多く 75

人（全体の 24.7％）、「その他※（55

人）」を除くと、次いで「ベトナム」

が 53 人（17.4％）、「アフガニスタン」

が 30 人（9.9％）となっています（平

成 30 年）。 
 

（※「その他」について：台湾の権限ある機関が発行した旅行等を所

持する者は、平成 24 年 7 月 8 日までは外国人登録証明書の「国籍等」

欄に「中国」の表記がなされていたが、同年 7 月 9 日以降は、在留カ

ード等の「国籍・地域」欄に「台湾」の表記がなされており、同年の

統計からは「台湾」の表記がなされた在留カード等の交付を受けた者

を「その他」に計上している。） 

＜外国人人口数（旧外国人登録者数）＞ 

117
130 136 138

126 128 129
144 148

160
144

154

180

225

304

0

50

100

150

200

250

300

350

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年平成

人

資料：北広島市「住民基本台帳人口」（各年 12 月末現在） 

注：平成 24 年 7 月 9 日に施行された住民基本台帳法の一部を改正する

法律により、外国人登録の制度は廃止され、平成 24 年の統計からは、住

民基本台帳に記載された「中長期在留者（出生による経過滞在者を含む）」

及び「特別永住者」の数である。 
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② 産業、経済 

【産業別人口】 

平成 27 年の国勢調査における本

市の産業別人口の割合は、第 3次産

業が 76.9％（20,189 人）と最も多

く、次いで第 2 次産業の 17.1％

（4,482 人）、第 1 次産業の 2.1％

（559 人）となっています。 

平成 17 年の国勢調査結果と比べ

ると、第 1次産業は 0.6 ポイント、

第 2次産業は 2.4 ポイント減少し、

第3次産業は1.5ポイントの増加と

なっています。 

＜産業別人口＞ 

0.8 0.7 0.7 0.6 0.6 

5.8 5.5 5.3 4.5 4.5 

17.7 19.4 20.4 
20.2 20.2 

計24.4 
計26.1 

計27.0 計26.7 計26.3 

0

5

10

15

20

25

30

平成7年 12年 17年 22年 27年

分類不能の産業

第3次産業

第2次産業

第1次産業

千人

 

資料：国勢調査 

 

【農業】 

農業については、農業算出額は、平成 28 年は 69.4 億円で、畜産品が 56.5 億円で最

も高く、次いで野菜が 10.4 億円となっています。農家戸数は、後継者不足や高齢農業

者の引退などにより減少傾向にあります。農家の後継者や新規参入者が少ないことを

背景に生産年齢（15 歳から 64 歳）の農業就業人口の減少しており、高齢化が進行し

ています。65 歳以上の農業就業人口の割合は、平成 27 年では 48.9％となっています。 

 

＜農業産出額＞ 

13 15 15

7 7 696 103 104

537
575 565

2
4 2656 

704 694 

0

400

800

26 27 28

米 いも類 野菜 畜産 その他
農業産出額：千万円

平成 年

 

資料：農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」 

注：農林水産省「市町村別農業産出額」は平成 19 年以降作成されておらず、

平成 26 年度から新たに「市町村別農業産出額（推計）」が作成されている。

本調査では直近の動向を重視するため「市町村別農業産出額（推計）」を用い

ている。 

＜農業就業人口と高齢化率＞ 
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資料：農林水産省「農林業センサス」 
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【工業】 

工業については、本市の特性や地理的に優位な立地環境を生かした工業団地の造成

などにより製造業を中心とした企業進出がなされています。本市における製造業事業

所数は、平成 21 年度は 71 事業所、平成 27 年度には 74 事業所と微増しています。従

業員数は、平成 21 年度は 2,461 人、平成 27 年度は 3,248 人と増加しています。製造

品出荷額は、平成 21 年度は 615 億円、平成 27 年度は 872 億円と増加しています。 

 

【商業】 

商業については、卸売業と小売業を合計した事業所数は、平成19年では311事業所、

平成 26 年は 375 事業所に増加しました。従業者数については、その他の小売業が最も

多く 3割程度、次いで飲食料品小売業が 2割強を占めています。従業者数は、平成 19

年は 4,026 人、平成 26 年は 4,504 人と増加しています。卸売業と小売業の販売額を合

計した商業販売額では、平成 19 年は 1,366 億円、平成 28 年は 2,184 億円と増加して

います。購買力流入出率は、平成 26 年以降流入傾向に転じ、平成 28 年で 1.02 となっ

ています。 

 

＜製造品出荷額と従業者数＞ 
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資料：経済産業省「工業統計調査」 

＜商業販売額と購買力流入出率＞ 
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資料：経済産業省「経済センサス」「商業統計」 
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(2) 市民の意識 

市民のまちづくりに対する考え方や意見を把握するため、市民 3,000 人を対象とし

た市民意識調査を実施しました。1,237 件の回答が寄せられ、回収率は 41.2％でした。 

 

① 住み良さ、理由 

本市の住みやすさに関しては、住み良い（「住み良い」＋「どちらかといえば住み良

い」）とする市民が 75.4％を占めました。 

住み良い理由としては「居住環境が良い」（64.1％）、「自然環境が良い」（55.3％）

などがあげられました。一方、住みにくい理由は「交通の便が悪い」（71.3％）、「買い

物や娯楽の場が少ない」（60.0％）などがあげられています。 

 

② 定住意識 

これからも北広島市に住み続けたい（「今の場所に住み続けたい」＋「市内の別のと

ころに移りたい」）とする市民は59.6％で、平成20年に実施した市民意識調査（59.6％）

と比較すると変化はありませんでした。 

年齢別にみると、30 歳未満は「北広島市に住み続けたい」とする割合が 4 割程度、

30 歳代～50 歳代は 6割程度、60 歳以上は 7割程度となっています。 

 

＜住み良さ＞ 

住み良い

27.1%
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＜今後の市内在住希望＞ 
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＜住み良い理由＞ 
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③ 施策の満足度・重要度 

重点的に取り組むべき施策を抽出するため、施策項目ごとに満足度、重要度の偏差

値を算出しました。満足度が低く、重要度が高い項目として区分されたものは、以下

の通りです。 

分野 項目 

生活環境 

除雪や排雪の充実 

利便性の高い公共交通の充実 

災害に強い安全なまちの形成 

街路灯など防犯設備・体制の充実 

保健･医療･福祉 

医療環境の充実 

緊急時の救急医療体制の充実 

高齢者が安心して暮らせる社会の形成 

障がい者が地域で自立した生活ができる社会の形成 

子育てと仕事が両立可能な社会環境の充実 

産業･雇用 

安定した雇用の場の確保  

日常の買い物環境の充実 

品揃えの豊富な小売店の充実 

教育･文化･ｽﾎﾟｰﾂ 豊かな学校生活を支える施設・設備の充実  

市民参加･交流 市民の意見の収集と市政への反映 

 

これらの取り組みについては重要な課題と捉え、特に対策の必要が高いものとして

あげられます。 
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(3) 市民が考えるめざすべき姿 

① 全体 

市民が考える将来の北広島市のめざすべき姿としては、「道路や公共交通機関などが

充実し、どこでも気軽に行き来ができるまち」（20.7％）が最も多く、次いで、「空気

や水がきれいで豊かな自然環境が守られているまち」（17.6％）となっています。 
 

② 年齢別 

年齢別では、60 歳未満は「道路や公共交通機関などが充実し、どこでも気軽に行き

来ができるまち」が最も多く、60 歳代は「福祉や医療サービスが充実し、お年寄りや

障がい者が大切にされるまち」、70 歳以上は「空気や水がきれいで、豊かな自然環境

が守られているまち」が最も多くあげられています。 
 

③ 地区別 

地区別では、北広島団地地区、東部地区は、「空気や水がきれいで、豊かな自然環境

が守られているまち」、西の里地区、大曲地区、西部地区では「道路や公共交通機関な

どが充実し、どこでも気軽に行き来ができるまち」が最も多くあげられています。 
 

＜過去の市民意識調査結果（平成 20 年、平成 26 年）との比較＞ 

平成 20 年調査、平成 26 年調査と比較して、今回調査で特に回答割合が高くなったも

のは、「道路や公共交通機関などが充実し、どこでも気軽に行き来ができるまち」です。 

また、「住宅や公園、

下水道などが整備され、

快適な生活環境の中で

暮らせるまち」、「教育環

境が整い、子どもたちを

伸び伸びと育てること

ができるまち」、「災害に

強いまち＋犯罪がない

安心・安全なまち」につ

いても、過去 2回の調査

と比較して、その回答割

合が増加しています。 

公共交通機関の充実、

快適な生活環境、教育環

境の整備をはじめ、防

災・防犯対策への期待の

高まりがうかがえます。 
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空気や水がきれいで、豊かな

自然環境が守られているまち

住宅や公園、下水道などが整備され、

快適な生活環境の中で暮らせるまち

道路や公共交通機関などが充実し、

どこでも気軽に行き来ができるまち

産業が盛んで、働く場に恵まれているまち

福祉や医療サービスが充実し、

お年寄りや障がい者が大切にされるまち

災害に強いまち（平成26年）

災害に強いまち（平成30年）

災害や犯罪がない安心・安全なまち（平成20年）

犯罪がない安心・安全なまち（平成26年）

犯罪がない安心・安全なまち（平成30年）

教育環境が整い、子どもたちを

伸び伸びと育てることができるまち

芸術や文化活動が盛んなまち

地域や隣人が互いに助け合うまち

来訪者が多く、にぎわいのあるまち

趣味やスポーツを楽しむことができるまち

住宅地を拡大し、多くの人口を

受け入れられるまち

無回答

%

＜市民が考える将来の北広島市の目指すべき姿＞

平成20年(N=1,399)

平成26年(N=1,279)

平成30年(N=1,237)


